
福岡県建築都市部建築設計等業務に係る低入札防止対策試行要領(土木系)新旧対照表 

新 旧 

福岡県建築都市部建築設計等業務に係る低入札

防止対策試行要領(土木系) 

 

１ 趣旨 

この要領は、建築都市部発注の建設コンサ

ルタント業務、測量業務、地質調査業務、補

償関係コンサルタント業務（以下「建設コン

サルタント等業務」という。）に係る低入札防

止対策の試行に関して、必要な事項を定める。 

 

２ 対象業務等 

この要領は、予定価格が２５０万円を超え

る建設コンサルタント等業務のうち、契約金

額が一定の額（予定価格の７５％～８０％で

設定）を下回った業務を対象とする。 

 

３ 対策の内容 

（１）第三者による成果品の照査 

ア 受注者の当該業務への照査に加え、それ

と同様の内容の第三者による照査を受注者

の負担により実施する。なお、照査を実施

する第三者については、次の要件を満たす

者で発注者が認めた者とする。 

(ｱ)「福岡県競争入札参加資格者名簿」に登

載されている者で、その業務内容が契

約対象業種の内容に相応しているこ

と。 

(ｲ) 福岡県から、現に「福岡県建設工事に

係る建設業者の指名停止等措置要綱」

（以下「指名停止等措置要綱」という。）

に基づく指名停止措置を受けていない

こと。 

(ｳ) 受注者と第三者との間に次に掲げる関

係がないこと。 

    ① 親会社と子会社の関係 

    ② 親会社を同じくする子会社同士の

関係 

    ③ 一方の会社の役員が他方の会社の

役員を兼ねている 

福岡県建築都市部建築設計等業務に係る低入札

防止対策試行要領(土木系) 

 

１ 趣旨 

この要領は、建築都市部発注の建設コンサ

ルタント業務、測量業務、地質調査業務、補

償関係コンサルタント業務（以下「建設コン

サルタント等業務」という。）に係る低入札防

止対策の試行に関して、必要な事項を定める。 

 

２ 対象業務等 

本要領は、予定価格が２５０万円を超える

建設コンサルタント等業務のうち、契約金額

が一定の額（予定価格の７５％～８０％で設
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の負担により実施する。なお、照査を実施

する第三者については、以下の要件を満た

す者で発注者が認めた者とする。 

(ｱ)「福岡県競争入札参加資格者名簿」に登

載されている者で、その業務内容が契

約対象業種の内容に相応しているこ
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関係 

    ③ 一方の会社の役員が他方の会社の
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    ④ 一方の会社の役員が他方の会社の

管財人を現に兼ねている 

      ⑤ その他県が上記に準じると認める

もの 

(ｴ) 契約対象業務と同種の業務を、福岡県

から受注し、完了した実績があること。

（入札年度から起算して５年度以内） 

(ｵ) 当該受注者を第三者照査者にしていな

いこと。（入札日から起算して過去１年

以内） 

(ｶ) 次に掲げる技術者を配置できること。 

第三者が配置する技術者（以下「第三

者技術者」という。）は、受注者の照査

技術者と同等以上の能力を有する者で

あること。 

イ 受注者は、第三者照査に関する申出書等

（ 様式３－１、様式３－２）を、契約締結

の翌日から起算して１５日以内に業務計画

書とともに発注者に提出すること。 

 

ウ 受注者は、自社及び第三者照査に関する

事項を定めた照査計画を発注者と協議し、

業務計画書に記載すること。 

エ 照査技術者及び第三者技術者は、事業完

了に伴って、照査結果を照査報告書により、

それぞれ管理技術者に提出すること。 

 

オ 受注者は業務が完了したときは、業務報

告書とともに、上記の照査報告を含む成果

品を県担当者に提出し、検査を受けること。 

なお、検査時には照査技術者及び第三者

技術者も立ち会うこと。 

（２）打合せの充実 

受注者の管理技術者は、業務実施上必要と

なる全ての打合せに立ち会うこと。 

 

４ 入札に参加しようとする者への周知 

低入札防止対策の対象となる業務委託の特

記仕様書には、次の事項を記載し、入札に参

加しようとする者に周知を図る。 

（１）低入札防止対策の対象となる業務委託で
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署名押印のうえ、それぞれ管理技術者に提
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オ 受注者は業務が完了したときは、業務報

告書とともに、上記の照査報告を含む成果

品を県担当者に提出し、検査を受けること。 
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４ 入札に参加しようとする者への周知 

低入札防止対策の対象となる業務委託の特

記仕様書には、次の事項を記載し、入札に参

加しようとする者に周知を図る。 

（１）低入札防止対策の対象となる業務委託で



あること。 

（２）低価格で落札した者との契約には、上記

の低入札防止対策が求められること。 

 

５ 受注者の責務等 

（１）受注者は契約締結時に、確約書(様式１)

及び理由書(様式２)を提出すること。 

（２）受注者が契約締結後に、低入札防止対策

を履行しないとき、及び受注者が提出した

「第三者照査に関する申出書」等提出書類

の記載が虚偽であることが明らかとなった

ときは、契約を解除したうえで、「指名停止

等措置要綱」により指名停止措置等必要な

措置を講ずることがある。 

 

６ 第三者の責務等 

第三者の照査業務が粗雑であると認められ

るときは、照査を実施した第三者に対し指名

停止等必要な措置を講ずることがある。 

  

７ 照査を実施する第三者の公表 

様式３－１（写し）を閲覧に供することに

より行う。 
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様式１ 

 

様式２ 

 

様式１ 

 
様式２ 

 



様式３－１ 

 

様式３－２（略） 

様式３－３ 

 

削除 

 

様式３－１ 

 

様式３－２（略） 

様式３－３ 

様式３－３ 

 

第三者照査に関する申出書（公表用） 

 

平成  年  月  日 

 

（発 注 者）  殿 

 

住    所 

商号又は名称 

代表者資格氏名 

 

平成  年  月  日に落札決定のあった                 委託

について、第三者照査を下記の者が実施することを申し出ます。 

記 

第三者照査を実施する者 

① 商号又は名称及

び所在地 

商号又は名称                           

業者コード                            

所 在 地                            

② 福岡県建設工事

競争入札参加資格

者名簿の登載状況

等 

ア 資格者名簿の登載       有・無 

イ 業 務 内 容                        

ウ 指名停止の有無       有・無 

③ 第三者と受注者

との関係 

ア 親会社子会社の関係                  有・無 

イ 親会社を同じくする子会社同士の関係          有・無 

ウ 一方の会社の役員が他方の会社の役員を兼ねている    有・無 

エ 一方の会社の役員が他方の会社の管財人を現に兼ねている 有・無 

④ 第三者の過去の

同種業務の受注及

び履行の実績（過

去５年以内の業務

に限る） 

ア 委 託 業 務 名                       

イ 履 行 期 間    年 月 日～  年 月 日      

ウ 発 注 者 名                       

エ ウ の 連 絡 先 TEL等                    

⑥ 過去１年間にお

ける、受注者と第

三者の照査関係

（国,他の地方公

共団体における関

係は含まない） 

 

ア 受注者に第三者として照査させた     有・無 

 

 

押印不要 

 

 

 

 


